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a 第３節 地方財政の改革

公共サービスの提供者という観点からは、国よりもむしろ地方公共団体の方が大きな役割

を担っている。したがって、「官から民へ」によって小さな政府を目指すためには、まず、公

共財の利用者である住民により近い立場にある地方公共団体の裁量を拡大し、その地方の事

情にあったサービスの提供を可能にするとともに、実際の事業執行者としての地方公共団体

における行財政改革を進めることが重要である。現在、地方財政については、三位一体の改

革という形で国と地方の関係の見直しが行われるとともに、市町村の合併が進む中で、規模

の拡大による行政の効率化が進められている。そこで、ここでは、三位一体の改革の概要に

ついて紹介した後、市町村合併にみられるような行政サービスの広域化によってどの程度の

行政効率化の効果が得られるかについて検討する。また、地方公共団体間の財政的な格差は

どのような要因に影響されるのかについても分析を行う。

第3節■地方財政の改革
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注 （38）具体的には、消防研究所と農業者大学校の２法人を廃止、国立オリンピック記念青少年総合センター等14法人を
６法人に統合、とされた。
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1 国と地方の関係の見直し

●国と地方の関係の見直し

「官から民へ」、「国から地方へ」の考え方の下、地方の権限と責任を大幅に拡大し、国と

地方の明確な役割分担に基づいた自主・自立の地域社会からなる地方分権型の行政システム

を構築するための取組が行われている。こうした改革の目指すところは、地方の歳出・歳入

両面で国の関与を減らし地方の自由度を高めることで、受益と負担の関係を明確にし、真に

住民に必要な行政サービスを地方自らの責任で自主的、効率的に選択できる幅を拡大すると

ともに、国・地方を通じた簡素で効率的な行財政システムの構築を図ることである。こうし

た理念の下、国庫補助負担金改革、税源移譲及び地方交付税改革を一体として進める三位一

体の改革、課税自主権の拡大、市町村合併の推進が同時に進められている。

●国と地方の関係の現状

2003年度の数字に基づいて、国と地方の財政における関係を簡単に整理すると、まず、支

出面については、国及び地方の歳出総額（純計）に占める地方の割合は約６割である。これ

を費目別にみると、地方の支出割合が高い順に、教育費（85.4％）、警察・消防・一般行政費

を含む機関費（78.6％）、国土保全及び開発費（70.2％）、産業経済費（65.6％）、社会保障関

係費（58.0％）となる。教育費に占める地方の割合が高いのは、義務教育や高等学校等の実

施を地方が行っているためであり、次に高い機関費については、司法警察消防費等が含まれ

るためである（第２－３－１表）。他方、社会保障関係費に占める地方の割合が比較的低い

のは、年金など国が直接所得移転を行っているものが含まれるためである。また、産業経済

費には、農林水産業費や商工費等が含まれるが、農林水産業関連の普通建設事業費では補助

事業費の比率が高いことや、商工費のかなりの部分が貸付金であること等を反映して、地方

第２章◆官から民へ－政府部門の再構築とその課題

（備考） 総務省自治財政局「地方財政の状況」により作成。

（2003年度、％、割合）

国・地方移転前 国・地方移転後

国 地方 国 地方

22.9
40.3
40.3
30.8
55.5
54.1

77.1
59.7
59.7
69.2
44.5
45.9

21.4
29.8
34.4
14.6
42.0
54.1

78.6
70.2
65.6
85.4
58.0
45.9

59.5 40.5 38.0 62.0合計

機関費
国土保全及び開発費
産業経済費
教育費
社会保障関係費
公債費

第2-3-1表　費目別の国・地方の割合

歳出総額の6割は地方である



165

の支出比率が他の費目と比べて低くなっている。

ただし、以上の国・地方の支出割合は、国・地方間の資金移転後の姿であり、移転前の姿

については、地方の比率は大きく低下し、特に社会保障関係費（58.0％→44.5％）、国土保全

及び開発費（70.2％→59.7％）、教育費（85.4％→69.2％）については、国から地方への移転の

大きさを反映して低下幅が大きい。

このように、国から地方への移転は大きな役割を果たしているが、税収面をみると地方の

割合は４割強程度となっている。このため、地方交付税、地方譲与税による国から地方への

移転後では、地方の収入は６割弱になる（ただし支出面と整合的でないのは公債による収入

を考慮していないためである）（第２－３－２図）
39
。
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（備考）総務省自治財政局「地方財政の状況」により作成。

国・地方移転前 国・地方移転後

地方譲与税
地方特例交付金
（1.7兆円）

地方交付税
（11兆円）

国税
（58％）
（45兆円）

地方税
（42％）
（33兆円） 地方

（59％）
（46兆円）

（2003年度）

国
（41％）
（32兆円）

第2-3-2図 　租税収入の国・地方の割合

地方の税収割合は4割である

注 （39）国・地方を通じた税収は国・地方をあわせた歳出の５割強にとどまっている。
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●三位一体の改革の概要

三位一体の改革とは、国庫補助負担金改革、税源移譲及び地方交付税改革を一体として進

めることである。こうした改革を通じて、地方の一般財源の割合の引上げ、地方税の充実、

交付税への依存の引下げ、効率的で小さな政府の実現が期待されている。これまでの改革の

進展状況については、以下のとおりである。

（衢）国庫補助負担金改革

「基本方針2003」では、2006年度までにおおむね４兆円を目途に補助金の廃止・縮減等を

行うこととしているが、2004年度に約１兆円の廃止・縮減等が行われたのに続き、2005年度

においては、①税源移譲に結び付く改革（１兆1,239億円）、②地方の裁量度を高め自主性を

大幅に拡大する改革（交付金化の改革）（3,430億円）③国・地方を通じた行政のスリム化の

改革（3,011億円）の３つの改革により、計１兆7,681億円の改革を実施している。

具体的には、まず、税源移譲に結び付く改革として、国民健康保険国庫負担等（6,989億

円）について改革を実施するほか（第２－３－３図）、2005年度の暫定措置として義務教育

国庫負担金を減額（4,250億円）している。次に、交付金化の改革として、省庁横断的な新た

な交付金制度を創設（810億円）するほか、その他の交付金制度の拡充・創設（2,620億円）

を行っている。また、スリム化の改革については、公共事業関係の国庫補助負担金の削減

（2004年度当初予算比2,515億円減）を中心に実施している。

国庫補助負担金等の総額（一般会計と特別会計の合計）の推移をみると、2003年度が20.4

兆円、2004年度が20.4兆円、2005年度が19.8兆円となっているが、これは国庫補助負担金改

革を実施する一方で、医療・介護・福祉等の社会保障関係経費の大幅な増加等があるためで

ある（第２－３－３図）。

（衫）税源移譲等

税源移譲については、廃止する国庫補助負担金の対象事業の中で、引き続き地方が主体と

なって実施する必要のあるものについて実施することとされており、2004年度に所得譲与税

及び税源移譲予定特例交付金として措置した額を含め、おおむね３兆円規模を目指すことと

されている。この税源移譲は、所得税から住民税への移譲によって行うものとし、個人住民

税所得割のフラット化を基本として実施することとなっている。2004年度については、2003

年度の補助金改革分も合わせて所得譲与税による税源移譲4,249億円を行ったほか、税源移譲

を行うまでの間の措置として交付する交付金（税源移譲予定特例交付金）2,309億円が創設さ

れた。さらに、2005年度には、所得譲与税による移譲が6,910億円、義務教育費国庫負担金の

暫定措置に伴う減収額を埋めるため、税源移譲予定特例交付金による財源措置が4,250億円実

施された。こうした措置により、2005年度までに合計約1.8兆円の税財源が地方に対し措置さ

れた。

（袁）地方交付税改革

2005年度、2006年度は地方団体の安定的な財政運営に必要な地方交付税、地方税などの一

第２章◆官から民へ－政府部門の再構築とその課題
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般財源の総額を確保し、あわせて、歳出削減に引き続き努め、地方財政計画の合理化・透明

化を進めることとされた。2005年度では、地方交付税の総額は16.9兆円（前年度比0.1％増）

と、ほぼ前年並みの水準となっている。

税源移譲に伴う増収分については、税源移譲に伴う財政力格差が拡大しないようにしつつ、

円滑な財政運営、制度の移行を確保するため、当面基準財政収入額に100％算入することと

第3節■地方財政の改革
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（備考）財務省公表資料により作成。

2003年度

2004年度

2005年度

税源移譲（所得譲与税2,051億円）（2004
年度）

税源移譲（自動車重量譲与税930億円）

（税源移譲予定特例交付金2,309億円）

税源移譲（所得譲与税2,198億円）

（税源移譲予定特例交付金4,250億円）

税源移譲（所得譲与税6,910億円）

義務教育費国庫負担金（共済長期負担
金等）の一般財源化

公共事業関係補助金のうち、市町村道
に対する国の補助の原則廃止

（高速自動車国道整備における新直轄
方式の導入）

義務教育費国庫負担金（退職手当・児
童手当）の暫定的一般財源化

公立保育所運営費、法施行事務費等に
係る補助負担金の一般財源化

義務教育費国庫負担金（平成17年度分
における暫定的な減額措置分）

国民健康保険国庫負担、養護老人ホー
ム等保護費負担金、公営住宅家賃収入
補助等

年度 補助金の種類 財源措置

0

5

10

15

20

25

2003年度 2004年度 2005年度

（兆円）

20.4兆円 20.4兆円 19.8兆円

社会保障
関係

11.1

（単位：兆円）

11.7 11.9

2.4
3.2 2.9

5.1 4.8. 4.5

1.0 1.0 1.0

文教・
科学振興

公共事業
関係

その他

（１）　国庫補助負担金の総額は減少

（２）分野別補助負担金改革の取組（税源移譲に結びつく改革）

第2-3-3図　地方向け国庫補助金等の改革
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されている。

なお、経済財政諮問会議では、地方財政計画において、投資単独事業費をはじめとして計

画額と決算額に顕著なかい離があり、国民への説明責任の観点から是正・適正計上する必要

があるとの指摘があった
40
。

政府与党合意では、2005年度以降、地方財政計画の計画と決算のかい離を是正し、適正計

上を行うとされ、2005年度地方財政計画においても、かい離の是正が行われた。

また、引き続き交付税の算定方法の簡素化、透明化に取り組むととともに、不交付団体

（人口）の割合の拡大に向けた改革を検討することとなっている。

なお、普通交付税の交付・不交付団体の推移をみると、2004年度には、景気回復の影響も

あって、不交付団体数は134団体（都道府県では東京都のみ）と、2003年度の115団体から19

団体増加した（第２－３－４図）。また、不交付団体（市町村分）の人口の全国に占める割

第２章◆官から民へ－政府部門の再構築とその課題

（備考）総務省自治財政局「地方財政の状況」及び総務省資料により作成。

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

（年度）

（自治体数）

0

5

10

15

20

2002 03 04 （年度）

（％）

1989 91 93 95 97 99 2001 03

市町村

都道府県

（１）普通交付税不交付団体数はこのところ増加

（２）普通交付税不交付団体の人口割合は緩やかに増加

第2-3-4図 　普通交付税不交付団体の推移
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合は2004年度に17.7％と、前年の15.3％から増加した。

●課税自主権の拡大

地方の課税自主権については、一定の制限はあるものの、税目及び税率の決定についてあ

る程度地方の裁量が認められている
41
。このうち税目決定権については、地方分権一括法に

より、2000年４月から、これまで認められていた法定外普通税に加えて、新たに法定外目的

税の創設が認められた。また、法定外税の課税の要件についても、許可制から同意を必要と

する協議制に改められた
42
。法定外税は、地方団体にとって課税の選択の幅を広げるもので

あり、また、特に法定外目的税については、住民にとって受益と負担の関係が明確となるも

のであり、制度改正を受けて、多くの地方団体において、法定外税の創設に向けた取組が行

われている。また、税率決定権については、地方消費税、自動車取得税など全国的な見地か

ら一定税率以外で課税することが認められていない税もあるが、個人住民税、固定資産税な

どについては地方団体が税率を自由に決定することができるほか、法人住民税、事業税など

についても「制限税率」以下であれば地方団体が税率を自由に決定することができることと

されている。

法定外税の状況について2003年度決算でみると、法定外税を設置している団体は、法定外

普通税は20団体、法定外目的税は13団体である（第２－３－５表）。法定外税による収入総

額は391億円と、地方税収の0.12％を占めている。税目別の状況をみると、普通税について

は、核燃料税、砂利採取税といった税を採用する団体が多い。また、目的税については、産

業廃棄物税、遊漁税など、政策実行のための財源確保の手段として用いられている例が多い。

地方税法では、一定税率が定められていない税についても、標準税率（地方団体が課税す

る場合に通常よるべき税率）が定められているが、財政上その他の必要がある場合には、地

方団体は、この標準税率を超える税率を条例で定めて課税（超過課税）することができる。

2003年度決算でみると、超過課税を行っている団体は、税目ごとの延べ数でみて2,332団体、

それによる税収額は4,269億円（地方税収全体に占める割合は、1.3％）となっている（第２－

３－６表）。これは、税率設定がある程度財政的な安定確保のために用いられていることを

示していると考えられる。ただし、日本の場合、各地方団体間の最大税率格差については、

個人住民税所得割では格差がなく、個人住民税均等割で1.5倍、道府県民税法人税割等で1.2倍

程度、固定資産税で1.25倍程度である。既存の研究によると、これを欧米諸国と比べると、

英国のカウンシル税の格差が３倍、フランスの不動産税の格差が２倍から４倍程度であり、

日本では格差は比較的小さなものにとどまっている
43
（第２－３－７表）。これは、日本では、

第3節■地方財政の改革
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注 （40）詳しくは、2004年８月31日及び2004年10月22日経済財政諮問会議の民間議員資料等参照。
（41）課税自主権とは、地方税に関して地方団体が税目や税率を自主的に決めることができる権限。
（42）法定外税導入についての総務大臣との事前協議では、不同意の要件を次のように定めている。１．国税又は他の

地方税と課税標準を同じくし、かつ、住民の負担が著しく過重となること。２．地方団体間における物の流通に
重大な障害を与えること。３．前２号に掲げるものを除くほか、国の経済施策に照らして適当でないこと。
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第２章◆官から民へ－政府部門の再構築とその課題

（備考）１．総務省自治財政局「地方財政の状況」及び総務省公表資料により作成。
２．遊漁税を課税していた３町村（河口湖町、勝山村及び足和田村）が平成15年11月15日に合併。
３．「団体数」には、収入があった地方公共団体数を計上している。

第2-3-5表　法定外税の状況

2003年度
収入額
（億円）

団体数税の種類

357法定外普通税 

34法定外目的税  

351都道府県 核燃料税、核燃料物質等取扱税、核燃料等取扱税、臨
時特例企業税、石油価格調整税

29都道府県 産業廃棄物税等、宿泊税、乗鞍環境保全税

391

6市町村 使用済核燃料税、遊漁税、一般廃棄物埋立税、環境未来
税、放置自転車等対策推進税、環境協力税

6

20

13

15

9

─

4

5市町村 砂利採取税等、別荘等所有税、歴史と文化の環境税、使
用済核燃料税、狭小住戸集合住宅税

法定外税の収入額

計

（備考）１．総務省自治財政局「地方財政の状況」及び総務省公表資料により作成。
２．自動車税については、東京都において、独自のグリーン化による軽減措置と一体的に実施されているこ
とから、データが不明なため「－」としている。

３．「市町村民税法人税割」には、東京都が徴収した市町村税相当額（594億円）を含む。

計

税収に占める
割合の追加
（％）

  0.2
  3.7
13.0
  2.3
－

1.3

  0.0
  3.5
12.5
  0.4
  0.3
  0.6
  0.1

1.3

1.3

2003年度
収入額
（億円）

団体数

1
52
834
843
－

1
2
46
7
1

173057

0
138
2005
391
5
0
0

19
550
1403
260
29
12
2

25392275

42692332

税の種類

都道府県

道府県民税個人均等割
　　　　　法人均等割
　　　　　法人税割
法人事業税
自動車税

計

市町村

市町村民税個人均等割
　　　　　法人均等割
　　　　　法人税割
固定資産税
軽自動車税
鉱産税
入湯税

計

第2-3-6表 　超過課税の実施状況

超過課税の税収額は地方税収の1.3％程度

注 （43）詳しくは、財務総合政策研究所（2002）を参照。
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（備考）１．財務総合政策研究所「地方財政システムの国際比較」より作成。
２．格差とは最高税率が最低税率の何倍になっているかを示したものである。

税目 格差

日本
（2000）

英国
（2000）

都
道
府
県

市
町
村

地方
全体

スウェー
デン

（1999）

県

市町村

ドイツ
（2000） 市町村

カナダ
（1999）

州

フランス
（1999）

地方
全体

道
府
県
民
税

事
業
税

個人
均等割

個人均等割

所得割

法人均等割

法人税割

個人

法人

50万人以上の市

5～50万人の市

その他市町村

所得割

法人均等割

法人税割

固定資産税

住居税

カウンシル税

既建築地不動産税

なし 1,000円

なし 3.0％

なし 80万円

1.20倍 5.0％～6.0％

なし 5.0％

1.05倍 9.60％～10.08％

なし 3,000円

なし 2,500円

1.30倍 2,000円～2,600円

なし 10.0％

1.20倍 300万円～360万円

1.20倍 12.3％～14.7％

1.25倍 1.40％～1.75％

1.76倍 17.69％～31.14％

3.13倍 375£～1,172£

2.28倍 17.85％～40.74％

未建築地不動産税 4.65倍 20.10％～93.45％

職業税 1.70倍 18.46％～31.33％

個人所得税 1.17倍 9.13％～10.71％

個人所得税 1.49倍 15.88％～23.62％

営業税 1.64倍 286％～470％

不動産税Ａ(農林業用資産) 2.15倍 150％～323％

不動産税Ｂ(その他の資産) 1.98倍 303％～600％

個人所得税 1.74倍 39.5％～69.0％

（標準税率）

（1,000円）

（3.0％）

（80万円）

（5.0％）

（5.0％）

（9.6％）

（3,000円）

（2,500円）

（2,000円）

（10.0％）

（300万円）

（12.3％）

（1.4％）

（696£）

市
町
村
民
税

適用税率

第2-3-7表　税率格差の国際比較

日本では欧米諸国よりも自治体間の税率格差は小さい



172

多くの地方税について制限税率制度がとられてきたことに加え、地方交付税制度を通じて、

財源の均衡化が図られていることを反映しているためと考えられる。

地域間の税率格差を認め、地方団体が必要な歳出に応じて自主的に税率を決定することの

利点としては、公共サービスに係る受益と負担の関係が明確化されることにより、納税者の

意識が高まり行政監視機能がより強く働くことによって行政の効率性や利便性が上がるとい

うことがある。この点、日本の現状は、法人に対する超過課税が多く、個人に対する超過課

税が少ない状況であり、こうした納税者による行政監視機能はあまり働いていないとの指摘

もある。そうした点を踏まえて、課税自主権の活用について引き続き推進する必要がある。

2 規模の拡大による行政効率化

●市町村合併の状況

地方分権の進展により、国から地方へと権限や事務が移譲され、中でも、総合的に住民サ

ービスの提供の責務を負う市町村の役割が大きくなっている。市町村の権限の増大は、全国

一律的なサービス提供の在り方を変え、地域の事情に合わせた公共サービスの提供を行うと

いう意味で、公共サービスの利用者である地域住民の選好をより反映することが可能となり、

限られた財政資源の有効かつ効率的な活用にも資するものである。他方で、市町村がこれま

で以上に自立性が高い行政主体として機能するためには、行財政基盤の強化が不可欠であり、

さらに今後少子高齢化による人口減少が見込まれること等も考慮すると、市町村の規模・能

力をさらに充実・強化することが望ましい。このため、現在、市町村合併が急速に進んでい

る。市町村の数の推移をみると、1999年に市町村の合併の特例に関する法律が改正され、

2005年３月末までに合併申請を行った市町村には、合併市町村が市町村建設計画に基づいて

行う一定の事業に要する経費等について、合併特例債を財源とすることができるといったこ

と等の行財政上の特例が認められたこともあって合併が進み、市町村の数は1999年３月末時

点の3,232から2005年４月には2,395まで減少した。また、既に合併申請の済んでいる市町村が

全て合併する2006年３月末には、1,822まで減少することが確実となっているところである
44

（第２－３－８表）。

第２章◆官から民へ－政府部門の再構築とその課題

注 （44）市町村の合併の特例に関する法律（旧法）では、合併特例債が創設され、１）一体性の速やかな確立・均衡のあ
る発展のための公共的施設の整備、２）地域住民の連帯の強化・旧市町村の区域の地域振興等のための基金の積
立てについて、特に必要性の認められるものについては、10か年度に限り、地方債を充当でき、元利償還金の一
部は、基準財政需要額に算入するものとされている。また、合併から10か年度（従来の２倍）は合併がなかった
ものと仮定して毎年算定した普通交付税の額を保障することとされている（10か年度以降の５か年度については、
増加額を段階的に縮減）。なお、2004年の改正で経過措置が講じられ、2005年３月末までに合併申請を行い、2006
年３月末までに合併する市町村についても、市町村の合併の特例に関する法律の適用対象とされた。
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●規模の経済性

市町村合併や広域行政化が進められている理由の一つには、地方公共団体の規模がある程

度大きくなると単位当たりの費用が低下することが期待されていることがあるが、そうした

規模の経済性は実際にどの程度働くのであろうか。そこで、先行研究を参考にして、３千あ

まりにのぼる全市区町村の2003年度時点のデータを用いて、人口規模、面積によって市町村

の住民一人当たりの費用がどのように違うかを調べた
45
。

まず、市町村の住民一人当たり人件費・物件費と人口規模の関係をみると、人口が多いほ

第3節■地方財政の改革

第
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章

（備考）１．総務省「全国市町村要覧」、総務省ホームページより作成。
２．「＊」は、市町村の合併の特例に関する法律の適用対象市町村が全て合併後の市町村数。

　　12年 4 月 671

　　14年 4 月 675

1,990

1,981

568

562

3,229

3,218

地方分権一括法施行

地方自治法等の一部を改正する法律一部施
行

　　17年 3 月 732

　　17年 4 月 739

1,423

1,317

366

339

2,521

2,395

市町村の合併の特例に関する法律失効

　　11年 3 月 689 1,903 540 3,232

市町村の合併の特例等に関する法律施行

年月 市 町 村 計 備考

明治21年 （71,314） 71,314

　　22年 39 （15,820） 15,859 市制町村制施行

　　41年 61 1,167 11,220 12,448

大正11年 91 1,242 10,982 12,315

昭和22年 8 月 210 1,784 8,511 10,505 地方自治法施行

　　28年10月 286 1,966 7,616 9,868 町村合併促進法施行

　　31年 4 月 495 1,870 2,303 4,668 新市町村建設促進法施行

　　31年 9 月 498 1,903 1,574 3,975 町村合併促進法失効

　　36年 6 月 556 1,935 981 3,472 新市町村建設促進法一部失効

　　37年10月 558 1,982 913 3,453 市の合併の特例に関する法律施行

　　40年 4 月 560 2,005 827 3,392 市町村の合併の特例に関する法律施行

　　50年 4 月 643 1,974 640 3,257 市町村の合併の特例に関する法律の一部を
改正する法律施行

　　60年 4 月 651 2,001 601 3,253 市町村の合併の特例に関する法律の一部を
改正する法律施行

平成 7 年 4 月 663 1,994 577 3,234 市町村の合併の特例に関する法律の一部を
改正する法律施行

　　11年 4 月 671 1,990 568 3,229 地方分権の推進を図るための関係法律の整
備等に関する法律一部施行

　　18年 3 月
（見込） 777 847 198 1,822 ＊

第2-3-8表　市町村数の推移

平成11年4月以降、全国の市町村数は4割以上減少
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ど低下する傾向がみられる（第２－３－９図）。なお、一定規模を超えると逆に費用が上昇

していく傾向がみられるが、これは一定以上の規模の市については、政令指定都市、中核市、

特例市の指定を受け、都道府県に代わって一定の事務を実施しているものもあるためである。

次に、住民一人当たり人件費・物件費を、人口規模だけでなく面積も説明変数に加えると、

人口が同じであれば、面積が広いほど費用は大きくなる傾向がみられる（付注２－５）。こ

れは、面積が広くなると、人口密度が低下し、サービス提供の効率性が低下するためである。

また、ここでは考慮していないが、山間部のような地理的条件も大きく影響することが考え

られる。

以上の推計結果を用いて、実際に合併した団体において、どの程度の費用削減効果が見込

めるかについて試算を行った（第２－３－10図）。具体的には、2002年度及び2003年度に合

併した主な団体について、推計されたパラメータを用いて、仮に合併がなく従前の人口、面

積をそれぞれが保っていたとした場合の単位当たり費用の理論値を計算し、それと合併後の

新団体の人口、面積を用いて計算した単位当たり費用の理論値を比較した。試算の結果によ

ると、多くの団体で合併により理論的には単位当たり費用の低下が見込まれる。なお、この

第２章◆官から民へ－政府部門の再構築とその課題

（備考）１．総務省自治財政局「市町村別決算状況調」、「住民基本台帳人口要覧」より作成。
２．図中の曲線は２次曲線による近似曲線。
LSC：住民一人当たりの人件費・物件費の合計（千円）
POP：人口（人）　として、
ln（LSC） ＝ 14.835 － 1.741 ln（POP） + 0.074 （ln（POP））2

　　　　　（113.86）（－65.62）　　　（55.50）
という推計式を得た。サンプル数は3155。
（ ）内はt値であり、自由度修正済み決定係数は0.811。

住
民
一
人
当
た
り
人
件
費
と
物
件
費
の
合
計
（
対
数
） 3

5

7

9

4 8 12 16

人口（対数）

第2-3-9図 　住民一人当たり人件費・物件費と人口規模の関係

人口が多いほど低下するも一定規模を超えると逆に上昇

注 （45）詳しくは、吉田（2003）等参照。
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方法で試算を行うと、人口規模が大きな団体同士の合併の場合には、合併後の市が政令指定

都市、中核市、特例市の指定を受けることにより、合併前より多くの事務を実施するように

なるため、理論的には合併後の単位当たり費用が上昇することがある。ただし、その場合は

見合いで都道府県の費用が減少していることから、当該地域全体としてみれば、やはり効率

化しているものと考えられる点には留意する必要がある。

以上では、地方財政全般についての規模による格差をみたが、個別の費目でも地域ごとに

大きな格差が存在するものがある。特に、国民健康保険については、市町村を保険者の基礎

的単位としていることもあり、地域間で保険料の格差が大きい。市町村合併は、こうした保

険面でも財政基盤の安定化に資するものである。このため、国民健康保険については、都道

府県に市町村国保の広域化や市町村合併を支援する基金が設けられており、都道府県と市町

村が連携しつつ、保険者の再編・統合を計画的に進め、広域連合等の活用により、都道府県

においてより安定した保険運営を目指すこととされている。

第3節■地方財政の改革

第
２
章

（備考）１．総務省自治財政局「市町村別決算状況調」、「住民基本台帳人口要覧」より作成。
２．対象は、2002年度及び2003年度の市町村合併が行われた29市（合併後）。
３．理論的な削減率とは、住民一人当たり人件費・物件費について、合併が行われなかった場合の人口・面
積を用いて推計される額に比べて、合併後の人口・面積を用いて推計される額がどの程度削減されるか
を示したものである。推計方法など詳細は付注２－５を参照。

４．なお、本推計は理論的な削減率であり、実際の合併市町村において直ちにこれだけの削減が実現するわ
けではない。

10
11

6

2

0

5

10

15

20％以上の
削減

２～20％の
削減

ほぼ現状維持
削減率±２％以内

増加

（自治体数）

住民一人当たり人件費・物件費の
理論的な削減率

削減効果が期待
できる

第2-3-10図　合併の効果の推計

多くの事例で合併による費用削減効果が見込まれる
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3 地方公共団体間の財政格差とその要因

●地方公共団体の財政状況

地方財政全体としては、引き続き厳しい状況が続いている。地方財政の硬直化の程度をみ

る指標として、経常収支比率がよく用いられるが、これは、人件費や公債費等のように毎年

度経常的に支出される経費に充当された一般財源（経常経費充当一般財源）が、地方税や普

通交付税のように毎年度経常的に入ってくる一般財源（経常一般財源）等に占める割合を示

しており、この比率が高いほど財政は弾力性を失っていることを示す。全国市区についての

経常収支比率の推移をみると、1990年代初めから2003年度に至るまで総じて上昇傾向にあり、

財政構造が硬直化してきている様子が伺われる（第２－３－11図）。他方、全国市区につい

第２章◆官から民へ－政府部門の再構築とその課題

（備考）１．総務省自治財政局「市町村別決算状況」により作成。
２．対象は、全国689市及び東京23区（2003年現在）。
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サ
ン
プ
ル
に
占
め
る
割
合

経常収支比率の平均
（目盛左）

経常収支比率の変動係数
　　　　（目盛右）

財政は良好 経常収支比率 財政は余裕がない

（１）経常収支比率の平均は上昇傾向、団体間の格差は縮小傾向

（２）多くの団体で総じて上昇

第2-3-11図 　全国市区の経常収支比率の推移
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て、財政構造の弾力性について、団体間のばらつきをみるために経常収支比率の変動係数

（標準偏差を平均で除したもの）を計算すると、1990年代以降一貫して低下しており、団体

間の格差はむしろ若干縮小していると考えられる。1990年と2003年の２時点において、全国

市区の経常収支比率が地方公共団体間でどのような分布をしているかをみると、両時点とも、

分布の最頻値（モード）を中心にして左右にほぼ均等に団体が分布しており、1990年から

2003年にかけて全体が経常収支比率上昇方向に平行移動している。このため、多くの団体で

総じて財政状況が悪化したことが示されている。ただし、2003年の方が分布の形状がより最

頻値近辺に偏っていることから、分布形状からも団体間の格差自体は縮小している様子がみ

られる。

●地方公共団体間の財政格差の要因

経常収支比率でみた場合、近年、やや縮小してきているとはいえ、地方公共団体間では、

依然としてばらつきがみられる。そこで、地方公共団体間の財政状況の格差がどのような要

因で生じているのかを調べるために、2003年時点における全国市区の経常収支比率が、財政

的要因、人口構造や経済構造といった各地域の属性、行政改革の状況といった要因によって

どの程度影響を受けているかを推計した（第２－３－12表）。なお、ケース１では、財政関
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（備考）１．総務省自治財政局「市町村別決算状況調」「住民基本台帳人口要覧」、日経産業消費研究所「全国市区の
行政比較」2003年度調査により作成。

２．対象は、全国655市及び東京23区。
３．**は１％有意水準、*は５％有意水準でそれぞれ有意であったことを示す。
４．特に明示しているデータを除き、2003年のデータを使用。

被説明変数：経常収支比率（％）

ケース１
係数

0.024
-0.043

-0.636
-0.269
-0.189

－
－
－
－

101.905

0.198

0.017
-0.038

-0.622
-0.270
-0.204

0.559
-1.417
-1.226
-1.179

104.122

0.211

説明変数

Ⅰ．財政関係
　人口１万人当たりの職員数（人）
　人口１人当たりの税収（千円）

Ⅱ．地域属性
　人口増加率（1998年～2003年、％）
　高齢化率（2000年、％）
　第２次産業比率（2000年、％）

Ⅲ．行政改革指標
　行政評価システム
　評価指標数値化
　普通会計決算バランスシート作成
　指定管理者指定状況
　
　切片

　自由度修正済み決定係数

（ｔ値）

（1.94）
（-6.02）

（-6.46）
（-3.30）
（-6.34）

－　
－　
－　
－　

（49.56）

**

**
**
**

**

（1.30）
（-5.22）

（-6.34）
（-3.30）
（-6.81）

（0.78）
（-2.14）
（-1.70）
（-2.12）

（46.50）

**

**
**
**

*

*

**

ケース２
係数 （ｔ値）

第2-3-12表　経常収支比率と財政要因、地方の属性との関係

人口増加率、第2次産業比率が高い地域で財政は良好、財政が良好な団体は行政改革にも前向き
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係指標及び各地域の属性を説明変数として推計し、ケース２では、それに加えて行政改革の

状況も説明変数に含めて推計している。推計結果（ケース１）によると、各地方公共団体の

経常収支比率は、住民一人当たり職員数や税収といった財政に直接関係する要因との相関が

あるだけでなく、人口の伸び率、産業構造等との相関もみられる。このうち、地域属性の影

響に注目すると、人口の伸び率が高いほど経常収支比率は低いという関係がみられるが、こ

れは、既にみたように人口が増加し規模の経済性が働くことで行政の単位当たり費用が低下

するとともに、地域経済としても人口増加によって活性化され、税収増等を通じて財政にも

好影響があると考えられる。産業構造と経常収支比率の関係については、第２次産業の比率

が大きい団体は、経常収支比率が低いところが多い傾向がみられるが、これは、第２次産業

では事業規模が大きい事業者が多く、税収面等を通じて財政に好影響がある可能性が考えら

れる。人口に占める高齢者比率については、高齢者が多いほど経常収支比率が低いとの関係

がみられる。これは、一般に高齢者比率が高いと、支出面、税収面とも不利になると考えら

れるものの、他方で、社会保障関係費等については国の補助等もあるため、地方公共団体の

経常収支への影響は必ずしも明確でないという面があると考えられる。

●行財政改革の効果

現在、地方の行財政改革については、地方行革指針（総務省）等を受けて、定員管理・給

与の適正化、第三セクター・外郭団体等の抜本的な見直し、地方公営企業の経営健全化、民

間委託・PFI等の推進、電子自治体の推進、行政評価の効果的・積極的な活用など様々な行

財政改革の取組が行われている。そこで、ケース２として、経常収支比率と地方の属性との

相関の推計式に、行財政改革の取組の一部を表す指標として、行政評価システムの採用状況、

評価指標の数値化、バランスシートの作成状況、総務省調査による2004年６月時点での指定

管理者の導入状況を加えて、それらと経常収支比率との相関を調べた（前掲第２－３－12

表）。すると、評価指標の数値化、指定管理者制度の早期取組を行っている団体の経常収支

比率が低い傾向が統計的に有意にみられる。また、統計的な相関はやや弱いものの、バラン

スシートの作成を行っている団体の経常収支比率も低い傾向がみられる。

次に、職員数の適正化といった行財政改革の取組は主に歳出面に現れると考え、地方公共

団体の費用をコブダグラス型の費用関数で表し、それを推計することにより、行財政改革の

効果を調べた。具体的には、地方公共団体の費用を表す変数として、人件費と物件費の合計

額（総額）を被説明変数として用い、それを説明する変数として、要素所得（職員一人当た

り人件費）、産出指標（住民人口）に加え、地方公共団体の属性（高齢化率、人口増加率、第

２次産業比率）、行財政改革指標として過去５年間の職員数の増減を加えて推計した（付表

２－11）。すると、過去に職員数の削減を行っている団体の費用は他の団体よりも低いとい

うことが示される結果となった。また、地方公共団体の属性を表す変数については、経常収

支比率の推計とは異なり、高齢化率が高い団体では費用も高いということが示されている。

第２章◆官から民へ－政府部門の再構築とその課題
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以上の結果をまとめると、行財政改革の取組を行っている団体では、経常収支比率が低い

傾向がみられる、あるいは、費用が抑制されているといった状況があると考えられる。

第4節■小さな政府を目指すための課題
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